
職業紹介事業 新規事務説明会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載例 

 様式第１号（第１面）有料職業初回事業許可申請書 

 様式第１号（第２面）有料職業初回事業許可申請書 

 様式第２号（表面）有料職業紹介事業計画書 

 様式第３号（表面）届出制手数料届出書 

 様式第６号（第１面）職業紹介事業取扱職種範囲等届出書 

 様式第６号（第２面）職業紹介事業取扱職種範囲等届出書 

 

 

 

 

 

 
 

記載例 



 
  様式第１号（第１面）                           （日本産業規格Ａ列４） 

 
 
                         有 料 ・ 無 料 
             職 業 紹 介 事 業 許 可 申 請 書                   
             職業紹介事業許可有効期間更新申請書 

 
 

① 令和７年６月１０日 
 
  厚 生 労 働 大 臣  殿 
                             株式会社 東京商事 
                         (ふりがな)       たなか いちろう 
                    ②申請者 氏 名  代表取締役 田中 一郎 
                                   
                              
  １．職業安定法第30条第１項の規定により下記のとおり許可の申請をします。 
  ２．職業安定法第33条第１項の規定により下記のとおり許可の申請をします。  
  ３．職業安定法第32条の６第２項の規定により下記のとおり更新申請をします。 
  ４．職業安定法第33条第４項において準用する同法第32条の６第２項の規定により 

下記のとおり更新申請をします。 
記 

                                                                                         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③許 可 番 号                                                  （                 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   (ふりがな) 
④氏名又は名称        

かぶしきがいしゃ とうきょうしょうじ 

株式会社 東京商事 

 

   (ふりがな) 

⑤所 在 地       

    

〒 １  ０  ８ － ０  ０  ２  ２       電話０３（３４５２）１４７１ 

 
とうきょうとみなとくかいがん 

東京都港区海岸三丁目９番４５号 

 

 

 
      (ふりがな) 

⑥代表者氏名等        

氏  名 住   所 

たなか いちろう とうきょうとぶんきょうくこうらく 

田中 一郎 東京都文京区後楽１-９-２０ 

 
 
      (ふりがな) 
⑦役 員       
      
  氏 名 等        
   
  ( 法 人 の み )        

氏  名 住   所 

すずき よしお とうきょうとみなとくろっぽんぎ 

鈴木 良男 東京都港区六本木３-２-１-２０１ 

やました あずさ とうきょうとしぶやくじんなん 

山下 梓 東京都渋谷区神南１-３-５-５０３ 

  

  

 

  
 
 
 
 
  

 
 収入印紙  

 
 
 
 
 

  消 印 し て は   
な ら な い    

  

 
 
 

  

登記簿謄本のとおりに法人名
を記入してください 

登記簿謄本のとおりに 
本店（住所）を記入してください 

登記簿謄本に記載されている 
役員を記入してください 
（監査役まで） 

印紙は貼らずにお持ちください 



様式第１号（第２面） 

 
 
 
 

  兼 業        
⑧ 
  の種類・内容        

 1.ソフト開発・販売   2.書籍の出版         3.労働者派遣事業 
 
 4.                   5.                   6. 

 

  職業紹介事業を行う事業所に関する事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑨事 業 所            
 名 称       所 在 地        
株式会社東京商事 人材紹
介センター 

〒108-0000 東京都港区海岸3-9-45 海岸ビル3階302号室 

⑩職業紹介責任者氏名等                 ⑪担当者職・氏名・電話番号 
 氏 名       住 所                        

   総務課長 藤山 稔 
 
            ( ０３ )３４５２－１４７１ 

金本 晶 
東京都台東区東上野4-1-
2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑨事 業 所            
 名 称       所 在 地        

  

⑩職業紹介責任者氏名等                     ⑪担当者職・氏名・電話番号 
 氏 名       住 所                        

                  
                  (     )    －        

 
  ⑫取次機関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     (ふりがな) 
 イ 名 称      

  

 

     (ふりがな) 
 ロ 住 所      

 

 

 

 

 
 ハ 事業内容       

 

 

 
申請者(法人にあっては役員を含む。) (申請者が未成年の場合、その法定代理人をいう。)につい

ては、職業安定法第 32 条各号(第３号、第 10 号及び第 11 号を除く。)のいずれにも該当しないこと
並びに申請者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそ
れがある者である場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が添付され
ていることを誓約します。 

また、同法第 32 条の 14 の規定により選任する職業紹介責任者については、同法第 32 条第１号、
第２号及び第４号から第９号までのいずれにも該当しないこと、未成年者に該当しないこと、職業
安定法施行規則第 24条の６第２項第１号に規定する基準に適合すること並びに職業紹介責任者が精
神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である
場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が添付されていることを誓約
します。 
 
 

現在事業として行っているもののみ記入ください 
※派遣の許可をもっている場合は、必ず「労働者
派遣事業」と記入 

法人名のみでも
構いません 

住民票の住所と実際に住
んでいる居所が違う場合
は、両方記入してくださ
い（２段書） 

郵便番号、建物名、
階数、部屋番号まで
記載してください 

⑪欄記載の電話番号は、事業所の電話番号とし
て、人材サービス総合サイトに掲載されます 



様式第１号（第３面） 

  

    記載要領 

１ 職業紹介事業許可申請書の記載方法 

     (1)  有料の職業紹介事業の許可を申請する場合には、表題中「・無料」及び「職業紹介事業許可 

      有効期間更新申請書」の文字を抹消し、並びに２、３及び４の全文を抹消すること。 

         (2)  無料の職業紹介事業の許可を申請する場合には、表題中「有料・」及び「職業紹介事業許可 

      有効期間更新申請書」の文字を抹消し、並びに１、３及び４の全文を抹消すること。 

        ２  職業紹介事業許可有効期間更新申請書の記載方法 

         (1)  有料の職業紹介事業の許可の有効期間の更新を申請する場合には、表題中「・無料」及び「 

      職業紹介事業許可申請書」の文字を抹消し、並びに１、２及び４の全文を抹消すること。 

         (2) 無料の職業紹介事業の許可の有効期間の更新を申請する場合には、表題中「有料・」及び「 

      職業紹介事業許可申請書」の文字を抹消し、並びに１、２及び３の全文を抹消すること。 

        ３ ①欄には、申請書を管轄都道府県労働局に提出する年月日を記載すること。 

    ４ ②欄には、申請者の氏名（法人又は団体にあってはその名称及び代表者の氏名）を記載する 

こと。 

    ５ ③欄には、有効期間の更新申請の場合のみ、（ ）に許可の有効期間の末日を記載すること。 

    ６ ④欄には、氏名（個人）又は名称（法人又は団体における名称）を記載すること。 

    ７ ⑤欄には、事業主の所在地（法人にあっては主たる事務所の所在地）を記載すること。 

    ８ ⑧欄には、他に行っている事業の種類及び内容を記載すること。 

    ９ ⑨欄には、職業紹介事業を行う事業所を全て記載すること。所定の欄に記載し得ないときは別

紙に記載して添付すること。 

10 ⑪欄には、それぞれの事業所における担当者職・氏名・電話番号を記載すること。 

11 ⑫欄には、取次機関を利用する場合のみ、記載すること。 

   

 

 

 



 

 

 様式第２号（表面）                                （日本産業規格Ａ列４） 
 
 
 

有 料 職 業 紹 介 事 業 計 画 書                                   
無 料 職 業 紹 介 事 業 計 画 書                                   
特別の法人無料職業紹介事業計画書                                   

 
  １ 許可・届出番号             
 
   
  ２ 事業所名 
   

    株式会社東京商事 人材紹介センター 

 
 
  ３ 職業紹介計画（年間）（国内） 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
 

  
  ①   区     分 

 
 

 
 ② 有効求職者見込数 

 
 

 
 
        
  
 
 
 

 

      全職種 

 
 

 
 

２０ 
                  人 
 

    
 
                                                                                          
                                                                                                              
       職業紹介計画（年間）（国外にわたる職業紹介を行おうとするときは国外分を記載）                                                    

 
 
③  区      分 
 

 
 

④相手国名 
 

 
 
⑤有効求職者見込数 
            （人） 

                           
                                              
     
   
                                       
                                              
  
                             
                                             
                                 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

                                                                                       
       
 
 
    ４ 職業紹介の業務に従事する者の数 

 
 
         ５  人 

 
 

 
 
 
    ５ 資産等の状況 
     
     
     
    
    
     
     
     
     
     
     
     
     
     
 
 

 
 

 
価 格        

 
摘 要        

 
 
 資 
 
 
 
 産 
 
 

 
現金・預金 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
土地・建物 

 
 

 
そ の 他 

 
 

 
 

計 

 
 
 

 
 負 
 
 債 
 

 
 

計 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

第１号⑨事業所名称と同じ 

事業所として設定した職種を記入してください 

職種名の記載については、原則として 

令和４年度版厚生労働省編職業分類の中分類に
より記載してください 

国内のみで職業紹介事業を行う
場合は記入の必要ありません 

求職者の登録数を計画
として記入してくださ

事業所内で職業紹介事業に携わる
人数を記入してください 

個人事業主のみ記入して 

ください。（法人記入不要） 



 

 

  様式第２号（裏面） 

 

    記載要領 

    １  ①有料の職業紹介事業の許可を申請する場合及び有料の職業紹介事業を行う者が事業所の新設に係る変更

の届出をする場合には、表題中「無料職業紹介事業計画書」及び「特別の法人無料職業紹介事業計画書」の文

字を抹消すること。 

       ②無料の職業紹介事業の許可を申請する場合及び無料の職業紹介事業を行う者が事業所の新設に係る変更

の届出をする場合には、表題中「有料職業紹介事業計画書」及び「特別の法人無料職業紹介事業計画書」の文

字を抹消すること。 

       ③特別の法人が届け出て無料職業紹介事業を行う場合及び事業所の新設に係る変更の届出をする場合に

は、表題中「有料職業紹介事業計画書」及び「無料職業紹介事業計画書」の文字を抹消すること。 

       

 

２ 職業紹介事業を行う全ての事業所ごとに記載すること。 

     

    ３ １欄には、有料・無料職業紹介事業の有効期間の更新申請の場合及び有料・無料・特別の法人無料職業紹介

事業者が事業所の新設に係る変更の届出をする場合に記載すること。 

 

    ４ ３の①及び③欄には、職業安定法第 32 条の 12（同法第 33 条第４項及び法第 33 条の３第２項において準用す

る場合を含む。）に規定する取扱職種の範囲等を定めた場合のみ、その範囲を記載すること。 

 

    ５  ３の②及び⑤欄には、新規申請時には当該事業所に係る当該年度の３月末における有効求職者の見込数を、

更新申請時には直近年度の職業紹介事業報告に記載された有効求職者数を記載すること。 

 

    ６ ５欄には、個人事業の場合のみ、直前の納税期末日における全ての資産等の状況について記載すること。 
 



 様式第３号（表面）                                                                       （日本産業規格Ａ列４ ） 

 

                                                    届出制手数料届出書 

                                                    届出制手数料変更届出書 

 

①  令和７年６月１０日 

         厚 生 労 働 大 臣    殿 
                                                    株式会社 東京商事 
                                                                                     （ふりがな）              たなか いちろう 

② 届出者  氏    名 代表取締役 田中一郎 
 
 

   職業安定法第32条の３第１項第２号の規定により下記の届出制手数料に係る届出をします。 

 

                                       記 

 

 

 

③許     可     番     号  

 
（ふりがな） 

④氏  名  又  は  名  称 

  かしきがいしゃとうきょうしょうじ 

 株式会社東京商事 

 
 
 

 
 
 

（ふりがな） 
⑤所         在        地 

 
 〒 １ ０ ８－ ０ ０ ２ ２      電話 03（3452）1471 

 
とうきょうとみなとくかいがん 

 東京都港区海岸三丁目９番４５号 

 

 

⑥適用開始・変更予定日                            年       月       日 

⑦届出・変更届出内容 

別紙手数料表による 

⑧備                        考 総務課長 藤山 稔 

０３（３４５２）１４７１ 

登記簿謄本のとおりに 
法人名を記載してください
（第１号④と同じ） 

登記簿謄本のとおりに 
本店（住所）を記載してくだ
さい（第１号⑤と同じ） 

第１号⑪欄と同じ担当者職・
氏名、電話番号を記載さいて
ください 



様式第３号（裏面）   

   

   記載要領 

    １  届出制手数料の届出をする場合には、表題中の「届出制手数料変更届出書」の文

字を抹消すこと。また、届出制手数料の変更の届出をする場合は、表題中の「届出

制手数料届出書」の文字を抹消すること。 

 

２  ①欄には、届出書を管轄都道府県労働局に提出する年月日を記載すること。   

 

        ３  ②欄には、届出者の氏名（法人又は団体にあつてはその名称及び代表者の氏名）

を記載すること。 

 

        ４  ③欄は、有料職業紹介事業許可申請書と併せて提出する場合には、空欄とするこ

と。 

 

    ５  ⑤欄には、届出者の住所（法人又は団体にあつては主たる事務所の所在地）を記

載すること。  

 

    ６ ⑥欄には、職業安定法第３２条の３第１項第２号に掲げる手数料を適用又は変更

する年月日を 記入すること。 

 

        ７  ⑦欄の届出・変更届出内容については、別に料金表（様式例第３号参照）に記載

して添付してもよいこと。 

       なお、複数の事業所でそれぞれ異なる手数料表に基づき徴収する場合は事業所毎

に別紙により添付すること。 

 

        ８ 複数の事業所で同一の手数料表に基づき徴収する場合は、⑧備考欄に同一の手数

料表の事業所名を記載すれば足りる。 

 

    ９ ⑧備考欄には担当者職・氏名及び連絡先を記載すること。 

         

                                                      

 



 

 

 
様式第６号 （第１面）                            (日本産業規格Ａ列４) 

            有        料        ・        無        料 
            職  業  紹  介  事  業  許  可  証  再  交  付  申  請  書 
            職   業   紹   介   事   業   変   更   届   出   書 
            職 業 紹 介 事 業 変 更 届 出 書 及 び 有 料 ・ 無 料 職 業 紹 介 事 業 許 可 証 書 換 申 請 書 
    有 料 ・ 無 料 ・ 特 別 の 法 人 無 料 職 業 紹 介 事 業 取 扱 職 種 範 囲 等 届 出 書 
    特 別 の 法 人 無 料 職 業 紹 介 事 業 変 更 届 出 書 
 

① 令和７年６月１０日 
 
     厚 生 労 働 大 臣   殿                     株式会社 東京商事 
                                                       （ふりがな）            たなか いちろう 

② 申請・届出者  氏  名  代表取締役 田中一郎 
 
   １．職業安定法第32条の４第３項の規定により下記のとおり再交付を 申請します。 
   ２．職業安定法第33条第４項において準用する法第32条の４第３項の規定により下記のとおり 

再交付を申請します。 
   ３．職業安定法第32条の７第１項の規定により下記のとおり変更を届け出ます。 
   ４．職業安定法第33条第４項において準用する法第32条の７第１項の規定により下記のとおり 

変更を届け出ます。 
   ５．職業安定法第32条の７第４項の規定により下記のとおり変更届け出及び書換申請をします。 
   ６．職業安定法第33条第４項において準用する法第32条の７第４項の規定により下記のとおり 

変更届け出及び書換申請をします。 
   ７．職業安定法第33条第４項において準用する・第33条の３第２項において準用する第32条の 

12第１項の規定により、下記のとおり取扱職種の範囲等を定めたので届け出ます。 
   ８．職業安定法第33条の３第２項において準用する法第32条の７第１項の規定により下記のと 

おり変更を届け出ます。 
    

 
                       記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③許可・届出番号  

 
（ふりがな） 

④氏 名 又 は 名 称 

かぶしきがいしゃとうきょうしょうじ 

株式会社東京商事 

 
 
 
 
（ふりがな） 

⑤所  在  地 

 〒  １  ０  ８ － ０ ０  ２ ２               電話 03（ 3452 ）1741 

 とうきょうとみなとくかいがん 

東京都港区海岸三丁目９番４５号 

 

 

⑥事業所  
 （ふりがな） 

  名 称 

かぶしきがいしゃとうきょうしょうじ じんざいしょうかいせんたー 

株式会社東京商事 人材紹介センター 

 

（ふりがな） 

所在地 

とうきょうとみなとくかいがん            かいがんびる 

東京都港区海岸３－９－４５ 海岸ビル３階３０１号室 

登記簿謄本のとおりに 
法人名を記入してください 

（第１号④と同じ） 

第１号⑨事業所名称と同じ
内容を記入してください 

建物名・階数・部屋番号ま
で記入してください（第１
号⑨事業所所在地と同じ） 

登記簿謄本のとおりに 
本店（住所）を記入してく
ださい（第１号⑤と同じ） 



 

 

 

様式６号（第２面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

届出者（法人にあっては役員を含む。）(届出者が未成年の場合、その法定代理人をいう。)に

ついては、職業安定法第 33 条の３第２項において準用する同法第 32 条各号(第３号、第 10 号

及び第 11 号を除く。)のいずれにも該当しないこと並びに届出者が精神の機能の障害により認

知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合には該当する全

ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が添付されていることを誓約します。 
また、同法第 32 条の 14 の規定により選任する職業紹介責任者については、職業紹介責任者

が同法第 32 条第１号、第２号及び第４号から第９号までのいずれにも該当しないこと、未成年

者に該当しないこと、職業安定法施行規則第 24 条の６第２項第１号に規定する基準に適合する

こと並びに職業紹介責任者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うこ

とができないおそれがある者である場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医

師の診断書が添付されていることを誓約します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦変 更 事 項  

⑧変  更  前  

⑨変  更  後  

 

 

 

⑩取 扱 職 種 の 

 
 
 範 囲 等 

（例１） 地域：国内 

職種：総務・人事・企画事務の職業、営業の職業 

 

（例２） 地域：東京都、神奈川県、千葉県 

職種：情報処理・通信技術者 

 

（例３） 時給１５００円以上の求人 

 
⑪変更(廃止)年月日  

 
 
⑫職業紹介責任者 

  氏    名     住           所 

  

⑬変更(廃止)理由 
 再 交 付 理 由 

 

⑭備        考 
総務課長 藤山 稔 
０３（３４５２）１４７１ 

事業所として設定した地域・職
種・賃金を記入してください。
（職種は第２号３①区分と同
じ） 

職種名の記載については、原則
として令和４年度版厚生労働省
編職業分類の中分類により記載
してください 
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記載要領 

１ 有料・無料職業紹介事業許可証再交付申請書の記載方法 

(1) 有料職業紹介事業許可証の再交付を申請する場合には、表題中「・無料」、「職業紹介事

業変更届出書」、「職業紹介事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、

「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特別の法人無

料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに２以下の全文を抹消すること。 

(2)  無料職業紹介事業許可証の再交付を申請する場合には、表題中「有料・」、「職業紹介事

業変更届出書」、「職業紹介事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、

「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特別の法人無

料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１及び３以下の全文を抹消すること。 

２  有料・無料職業紹介事業変更届出書の記載方法(14 の場合を除く。） 

(1) 有料の職業紹介事業に係る変更の届出をする場合には、表題中「・無料」、「職業紹介事

業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書

換申請書」、「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特

別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１、２及び４以下の全文を抹消

すること。 

(2) 無料の職業紹介事業に係る変更の届出をする場合には、表題中「有料・」、「職業紹介事

業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書

換申請書」、「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特

別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から３及び５以下の全文を抹

消すること。 

３ 有料・無料職業紹介事業変更届及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書の記載 

方法 

(1)  有料職業紹介事業に係る変更の届出をするとともに許可証の書換えを申請する場合に

は、表題中「・無料」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、

「・無料」、「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特

別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から４及び６以下の全文を抹

消すること。 

(2) 無料職業紹介事業に係る変更の届出をするとともに許可証の書換えを申請する場合に

は、表題中「有料・」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、

「有料・」、「有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」及び「特

別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から５及び７以下の全文を抹

消すること。 

(3)  許可証の書換えを申請する場合は、⑥欄に変更する事項が該当する職業紹介事業を行う

全ての事業所の名称及び所在地を記載することとし、⑦欄に変更する事項を記載すること。

所定の欄に記載し得ないときは別紙に記載して添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第６号（第４面） 

 

４  有料・無料・特別の法人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書の記載方法 

(1)  有料職業紹介事業の取扱職種の範囲等を定め、届出をする場合には、表題中「有料・無

料」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、「職業紹介事業変

更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、「・無料・特別の法人無料」及

び「特別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から６まで及び８の全

文並びに７の「第 33 条第４項において準用する・第 33 条の３第２項において準用する」

を抹消すること。 

(2) 無料職業紹介事業の取扱職種の範囲等を定め、届出をする場合には、表題中「有料・無

料」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、「職業紹介事業変

更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、「有料・」、「・特別の法人無料」

及び「特別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から６まで及び８の

全文並びに７の「・第 33 条の３第２項において準用する」を抹消すること。 

(3)  特別の法人無料職業紹介事業の取扱職種の範囲等を定め、届出をする場合には表題中

「有料・無料」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、「職業

紹介事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、「有料・無料・」及

び「特別の法人無料職業紹介事業変更届出書」を抹消し、並びに１から６まで及び８の全

文並びに７の「第 33 条第４項において準用する・」を抹消すること。 

(4) ⑩欄には、職業紹介事業を行う事業所ごとに取扱職種の範囲等の内容を記載すること。

記載し得ない場合は別紙に記載して添付すること。 

    (例)職業 

         (イ) 事務的職業、会社・団体の役員、飲食物調理の職業、林業の職業など 

   （例）地域 

         (ロ) 国内、大阪府、中部地方など 

  （例）賃金 

     （ハ） 時給 1,000 円以上の求人、月給 30 万円以上の求人など 

   （例）その他  

         (ニ) 紹介予定派遣に関するもの、母子家庭の母等、中高年齢者、障害者、合法的

に在留する外国人、本校所定の課程を修了した者など 

(5) 取扱職種の範囲等の変更については「取扱職種等の範囲等」の欄に変更後のものを記載

することとし、変更前の取扱職種の範囲等を⑧変更前の欄にも記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第６号（第５面） 

 

５  特別の法人無料職業紹介事業変更届出書の記載方法 

 特別の法人が無料職業紹介事業を行う事業所の新設を届け出て行う場合は、表題中「有

料・無料」、「職業紹介事業許可証再交付申請書」、「職業紹介事業変更届出書」、「職業紹介

事業変更届出書及び有料・無料職業紹介事業許可証書換申請書」、「有料・無料・特別の法

人無料職業紹介事業取扱職種範囲等届出書」を抹消し、並びに１から７までの全文を抹消

すること。 

６ ①欄には、申請書又は届出書を管轄都道府県労働局に提出する年月日を記載すること。 

７ ②欄には、申請者又は届出者の氏名（法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏

名）を記載すること。 

８ ③欄には、許可・届出の際に付与された許可・届出番号を記載すること。 

９ ④欄には、氏名（個人）又は名称（法人又は団体における名称）を記載すること。 

10 ⑤欄には、事業所の所在地（法人にあっては主たる事務所の所在地）を記載すること。 

11 ⑪欄には、変更（廃止）事項について、変更（廃止）した年月日を記載すること。 

12 なお書きは、代表者又は職業紹介責任者の変更届出以外の場合は抹消すること。 

  また、代表者又は職業紹介責任者の変更届出においてそれぞれ変更のないものに係る部

分について抹消すること。 

13 ⑭備考欄には、担当者職、氏名及び連絡先を記載すること。 

14  職業紹介を行う事業所の新設又は廃止の場合における職業紹介事業変更届出書における

記載方法 

新たに職業紹介事業を行う事業所の新設を届け出て行う場合、又は、職業紹介事業を行

う事業所を廃止する場合は、⑦欄には事業所の「設置」又は「廃止」を記載することとし、

該当する全ての事業所の名称及び所在地を⑥欄に記載すること。所定の欄に記載し得ない

ときは別紙に記載して添付すること。 

⑪欄に事業を開始する（又は廃止した）年月日を記載すること。⑫欄には、職業紹介事

業所を設置する場合について、該当する事業所における職業紹介責任者の氏名、住所を記

載すること。⑬欄には、事業を廃止した理由を具体的に記載すること。 


